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高浜市国民健康保険「データヘルス」計画の紹介　シリーズ⑦

ジェネリック医薬品ってなんですか？Q

A

「データヘルス計画」は、＜医療＞＜保健＞＜介護＞などの
各種データをもとに加入者の健康対策を効果的に実施し「健康
寿命の延伸」と「医療費の適正化」を図るための計画です。

データヘルスで　
家族みんなの「健やかさ」を
応援します

ジェネリック（後発）医薬品 豆知識

問合せ先　□市市民窓口グループ　☎52－1111（内線279）

先発医薬品の特許が切れた後に発売される薬のことです。先発医薬品
と同じ有効成分を含み、ほぼ同等の効果を持つ医薬品として国から承
認されています。国が品質・有効性・安全性について厳しい審査を行
っています。

ジェネリックには不安があります｡どこに相談するといいですか？Q

A かならずしもジェネリックに切り替えを強要するものではありません。
病状と希望にあわせて主治医が処方します。
関心のある方は主治医や薬剤師に相談してください。 

高浜市ではどのくらい利用されていますか？Q

A 高浜市国保加入者のジェネリック医薬品利用率は、
下のグラフのように増加しています。

どうして今注目されているのですか？Q

A 研究・開発費が不要であり、臨床試験などを改めて行う必要がない
ので低価格であり、患者さんの負担が軽くなることからです。

広報たかはま　H28.2.121広 報たかはま　H28.2.1

問合せ先　□市市民窓口グループ　☎52－1111（国民健康保険　内線261・262）
（後期高齢者医療　内線227）

いきいき広場内　介護保険・障がいグループ　☎52－9871

医療と介護の両方のサービスを利用している世帯の負担を軽減するもので、世帯内の同じ医療保険加入者
全員が、１年間に支払った医療保険と介護保険の自己負担額を合計し、基準額を超えた場合に、その超えた
金額を支給するものです。

平成27年度の支給要件・自己負担限度額
世帯内の同じ医療保険加入者全員が、それぞれ平成26年８月～平成27年７月末の間に支
払った医療保険・介護保険の自己負担が次の基準額を超える場合に、その超えた額を支給
します。

支給対象となる方への「お知らせ」および申請手続きの「留意点」
○自己負担限度額は、毎年８月１日から翌７月31日まで（１年間）の医療保険と介護保険の自己負担額の
合算が対象です。
○高額療養費や高額介護（予防）サービス費に相当する額は、計算対象の自己負担額から除いて計算します。
○医療保険と介護保険のどちらか一方の利用の場合は、対象となりません。
○支給の対象となる被保険者には「お知らせ」を送付しています。

○次に該当する方には、上記のお知らせができない場合があります。
◆平成26年８月～平成27年７月末の間に
・市町村を越える住所変更をした方
・他の医療保険制度から後期高齢者医療制度に移った方

※上記の支給要件を参考に、支給の対象となるかを確認し、詳しくは問い合わせてください。
※社会保険（会社の健康保険）に加入している方は、会社に問い合わせてください。

◆７０歳未満
・所得（注１）が９０１万円を超える方………………………………………………１７６万円
・所得（注１）が６００万円を超え９０１万円以下の方 ……………………………１３５万円
・所得（注１）が２１０万円を超え６００万円以下の方 …………………………… ６７万円
・所得（注１）が２１０万円以下の方（住民税非課税世帯を除く。）……………… ６３万円
・住民税非課税世帯の方 ……………………………………………………… ３４万円

◆７０歳以上７５歳未満または後期高齢者医療被保険者
① 被保険者証の負担割合が「３割」の方………………………………………… ６７万円
② ①・③・④以外の方 ……………………………………………………………… ５６万円
③ 世帯全員が市民税非課税の方 ……………………………………………… ３１万円
④ ③のうち、世帯全員の所得（注１）が一定基準以下（注２）の方 ………………… １９万円

※（注１）：平成２５年中（平成２５年１月１日～１２月３１日）の基準所得額
※（注２）：世帯全員が住民税非課税で各種収入などから必要経費・控除を差し引いた所得

が０円となる世帯の方（公的年金は収入から８０万円を控除）

支給要件

自己負担
限度額

高額医療・高額介護合算療養費制度
─ ご存じですか？ ─


